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開会の日時

年月日 平成23年３月４日 金曜日

開 会 午前10時０分

散 会 午後９時０分

場 所

第２委員会室

議 題

１ 乙第10号議案 沖縄県介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正

する条例

２ 乙第11号議案 沖縄県配偶者等暴力被害者支援基金条例

３ 乙第14号議案 沖縄県ワクチン接種促進基金条例

４ 乙第17号議案 沖縄県妊婦健康診査支援基金条例の一部を改正する条例

出 席 委 員

委 員 長 赤 嶺 昇 君

副 委 員 長 西 銘 純 恵 さん

委 員 桑 江 朝千夫 君

委 員 佐喜真 淳 君

委 員 仲 田 弘 毅 君

委 員 翁 長 政 俊 君

委 員 仲 村 未 央 さん

委 員 渡嘉敷 喜代子 さん

委 員 上 原 章 君
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委 員 奥 平 一 夫 君

委 員 比 嘉 京 子 さん

委員外議員 なし

欠 席 委 員

なし

説明のため出席した者の職・氏名

福 祉 保 健 部 長 奥 村 啓 子 さん

保 健 衛 生 統 括 監 宮 里 達 也 君

高 齢 者 福 祉 介 護 課 長 宮 城 洋 子 さん

青 少 年 ・ 児 童 家 庭 課 長 田 端 一 雄 君

医 務 課 長 平 順 寧 君

国 保 ・ 健 康 増 進 課 長 上 原 真理子 さん

ただいまから、文教厚生委員会を開会いたします。○赤嶺昇委員長

乙第10号議案、乙第11号議案、乙第14号議案及び乙第17号議案の４件を一括

して議題といたします。

なお、ただいまの議案は、２月15日の本会議において、先議案件として本委

員会に付託されております。

本日の説明員として、福祉保健部長の出席を求めております。

まず初めに、乙第10号議案沖縄県介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一

部を改正する条例について審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

奥村啓子福祉保健部長。

それでは、乙第10号議案沖縄県介護基盤緊急整備等○奥村啓子福祉保健部長

臨時特例基金条例の一部を改正する条例について、御説明いたします。



- 3 -
H23.03.04-02

文教厚生委員会記録

議案書の34ページをお開きください。

本議案は、基金の対象となる事業を拡充する必要があることから条例を改正

するものであり、あわせて２月補正予算において６億7241万9000円の基金積立

を予定しております。今回、拡充する内容は現在スプリンクラー設備の設置義

務のない275平方メートル未満の認知症高齢者グループホームに対する同設備

の設置に対する支援と自動火災報知設備及び消防機関に通報する火災報知設備

の設置に対する支援となっております。また、高齢者等が安心して住みなれた

地域で暮らし続けられる環境を整備するため、地域で支え合う体制づくりを支

援をするための事業についても、今回の条例改正により追加する予定でありま

す。なお、地域で支え合う体制づくり事業の追加により、基金名も沖縄県介護

基盤・介護支援体制緊急整備等臨時特例基金に改めることとなります。

以上で、乙第10号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより、乙第10号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。

条例の改正ということですけれども、従来の275平米以上の○西銘純恵委員

ところについては、施設としてどれだけで、実績ですね―スプリンクラーの設

、 。置は済んでいるのか そして今回の対象施設はどれだけあるのかお尋ねします

グループホームについて、今回、275平米未○宮城洋子高齢者福祉介護課長

満の消防法の設置義務のないところまで含められることになりましたけれど

も、これは実は地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の市町村交付金によ

って既に実施されていて、今度、この私どもの基金の事業に移ってくるもので

ございますが、グループホームは、今、県下62施設ございまして、そのうち39

施設が275平米未満の施設になっております。今回、14施設が残っております

が、このグループホームについてはすべてこの事業でスプリンクラーを設置し

ていくことになりますので、全部に設置をするという見込みでございます。

前回予定をしていたところが―14施設残っていたというの○西銘純恵委員



- 4 -
H23.03.04-02

文教厚生委員会記録

は、前年度の実績そのものも計画に対してできていなかったということなので

すか。

これまでに設置済みがまず24カ所ございまし○宮城洋子高齢者福祉介護課長

、 、て 平成22年度に市町村交付金に275平米未満も載せられるようになりまして

平成22年度でこの市町村交付金で、24カ所予定して設置することになっており

ます。今回のこの事業で対象として実施するのが、平成23年度に14カ所予定し

ているということでございます。

平成22年度、平成23年度合わせて62カ所の認知症ホームにつ○西銘純恵委員

いては、すべてスプリンクラー設備が設置できるということでしょうか。

そうでございます。○宮城洋子高齢者福祉介護課長

認知症高齢者グループホームだということで特定されている○西銘純恵委員

のですけれども、県内に宿泊を用意している施設といいますか、認知症型以外

の施設というのはどれだけあって、何人の方が入所されているのでしょうか。

通所型で小規模多機能がございますけれど○宮城洋子高齢者福祉介護課長

も、あれは通所型の位置づけでございますので、有料老人ホームということで

よろしいでしょうか。有料老人ホームは、特に認知症だけを対象としているわ

けではございませんけれども 今 私どもが施設として把握しているものは216、 、

カ所でございます。

有料老人ホームが216カ所あるけれども、そこに認知症の方○西銘純恵委員

が入所することも可能ということですよね。その施設は、今回のスプリンクラ

ー設備の設置対象になる施設と見てよろしいのでしょうか。

有料老人ホームについては、275平米以上の○宮城洋子高齢者福祉介護課長

ところがこの事業の対象になります。

それ未満の漏れる施設数はどれだけあるのでしょうか。対象○西銘純恵委員

人数といいますか、入所者数もお願いいたします。

私どもは有料老人ホームにつきましては 275○宮城洋子高齢者福祉介護課長 、
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平米未満がどれだけということは掌握しておりません。

でも小規模多機能が216カ所あって、275平米以上は対象にな○西銘純恵委員

るということであれば、この対象施設がどれだけあるかというのはわかると思

うのですが。

216カ所は小規模多機能ではなくて有料老人○宮城洋子高齢者福祉介護課長

ホームということになります。私どもはこの有料老人ホームには、この事業に

ついて通知をして275平米以上が対象になるのでということで受けております

けれども、今、予定として出ているのが29カ所でございます。

有料老人ホームの216カ所のうち29カ所しか対応ができない○西銘純恵委員

ということであれば、やはり多くの施設がスプリンクラー設備の設置が残され

る可能性が高いと思うのですが、実態としてはどうなのでしょうか。

有料老人ホームにつきましては、再度通知を○宮城洋子高齢者福祉介護課長

して呼びかけをしている状況であるということと、それから県内の有料老人ホ

ームについてはかなり小規模のところが多いということがありますので、漏れ

るところはあると考えております。

この事業が認知症だけではなくて、そういう家族とともに暮○西銘純恵委員

らせない、特に沖縄の事情はとても厳しいと思っているのですよ。ですから有

料老人ホームに行かざるを得ないお年寄りの皆さん、また高齢者人口も多いと

ころですよ。それで小規模の有料老人ホームが多いと。でもそこが今のところ

対象になっていないということは、やはり火災とかそういう災害のときに対処

できないということが出ると思うのですよ。そういう施設も対象にすべきだと

思うのですけれども、これについては県の考えと、そして国がそれを予定して

いないということであっても、この基金額６億円余の金額で対象にして何らか

の補助ができるのではないかと思うのですが、それについても答弁いただきた

いと思います。

消防法上というのは、有料老人ホームもそう○宮城洋子高齢者福祉介護課長

ですけれども、スプリンクラーというのは275平米以上が設置対象義務の施設

になっておりまして、それからすべての施設に自動火災報知設備を設置する義

務がございます。それから火災通報装置もすべての対象施設ということで、こ
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の辺の消防法上の守るべき事項を守っていただきたいということで指導をして

いるところです。それから国の動向ですが、現段階で具体的な情報というのは

入っておりませんので何とも言えないのですが、国は小規模多機能居宅介護事

業所についての防火安全体制に対する実態調査を行うなど、引き続き防火安全

対策について状況把握に努めていると聞いているところでございます。

火災対応といいますか、報知器とおっしゃったのですけれど○西銘純恵委員

も、やはり国がやっているということに任せないで、実態としてどうなのか、

そこにきちんと設置をさせていく。スプリンクラーは275平米以上ということ

をおっしゃったのですけれども、やはり災害で取り残される人がいないように

という立場で、県も今後また対応していただきたいと要望して終わります。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、乙第10号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第11号議案沖縄県配偶者等暴力被害者支援基金条例について審査を

行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

奥村啓子福祉保健部長。

それでは、乙第11号議案沖縄県配偶者等暴力被害者○奥村啓子福祉保健部長

支援基金条例について、御説明いたします。

議案書の36ページをお開きください。

本議案は、配偶者等からの暴力の防止及び配偶者等からの暴力を受けた者の

支援を目的として、新たに基金を設置するとともに、その管理及び処分に関し

必要な事項を定めるものであり、あわせて２月補正予算において１億円の基金

積立を予定しております。基金を活用して実施する事業―ＤＶ対策総合支援事

業は、相談体制等の強化、被害者自立支援、未然防止対策の強化であります。

以上で、乙第11号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長
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これより、乙第11号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

これは本当にＤＶ被害がふえているということでも、国とし○西銘純恵委員

て対策をということになったと思うのですけれども、基金の額と、本県のＤＶ

被害件数の推移といいますか、相談件数の推移もお尋ねします。

今回の基金の積立額は１億円となっており○田端一雄青少年・児童家庭課長

ます。この１億円の基金を積み立てたものを平成23年度と平成24年度の２カ年

。 、に分けて執行を予定しております それからＤＶ相談件数の推移でありますが

県内の配偶者暴力相談支援センターとしては、女性相談所と北部、宮古、八重

山の各福祉保健所が当該センターとして位置づけられておりますが、そこで相

談を受けた平成21年度の件数が1320件となっております。これは平成17年度が

827件ですので、増加傾向にあるということであります。平成17年度が827件、

平成18年度が884件、平成19年度が796件と一たん下がっておりますが、平成20

年度が1023件とまたふえております。平成21年度が1320件ということで、平成

20年度から平成21年度にかけて大幅に増加しているという状況であります。

相談体制を強化するということでしたけれども、具体的に県○西銘純恵委員

として、現状の相談体制はどのようになっていて、相談所ごとの相談件数、そ

して相談体制のどこを―まあ強化するという意味だと思うのですけれども、そ

こら辺についてお尋ねします。

相談所ごとの相談件数、ＤＶ相談に限った○田端一雄青少年・児童家庭課長

平成21年度1320件の内訳でありますが、女性相談所が942件、北部福祉保健所

、 、 。が115件 宮古福祉保健所が184件 八重山福祉保健所が79件となっております

相談体制でありますが、女性相談所に職員と婦人相談員を配置して、嘱託職員

の婦人相談員を４名配置してＤＶの相談等に当たっております。それから北部

と宮古・八重山の各福祉保健所については、職員と合わせてそれぞれに１人ず

つ嘱託職員の婦人相談員を配置しております。

相談所によって相談の件数の違いがあると思うのですけれど○西銘純恵委員

も、どのようにとらえていらっしゃいますか。
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実は北部と宮古・八重山の各センターにつ○田端一雄青少年・児童家庭課長

きましては、平成18年からその位置づけをしておりまして、当初は周知が図ら

れていないこともありまして、なかなか相談の実績もなかったのですが、平成

20年あたりから増加をしております。ただ、そのふえ幅に比べましても、女性

相談所のほうが実はこの数年の伸びが著しくて、北部、宮古・八重山の各セン

ターは女性相談所から遠隔の地にあるということでセンターを先に設置したの

ですが、女性相談所のみもかなりあるものですから、それを踏まえて今回、中

部福祉保健所、それと南部福祉保健所にもセンターの機能を位置づけて、そこ

に嘱託職員を配置するということとしております。

今の体制は報告を受けたのですが、この基金によってどのよ○西銘純恵委員

うな体制に持っていこうとしているのでしょうか。そして嘱託職員プラス１人

ということなのですが、専門性を要すると思うのですが、正規雇用をやってい

くことも必要ではないかと思うのですが、そこら辺の考えもお尋ねします。

今回、新たにセンターの機能を付与する中○田端一雄青少年・児童家庭課長

部福祉保健所、南部福祉保健所については、婦人相談員の嘱託職員を１人配置

することと合わせて、賃金職員についても合わせて配置をすると。設置をした

当初はやはり相談件数としてなかなか上がってこないという事情もありますの

で、その相談件数の状況を踏まえて、職員としての正職員の配置については、

今後、検討してまいりたいと考えております。

相談を受けた後の内容というのは、主にどのようになってい○西銘純恵委員

るのでしょうか。どういう相談ということになるのでしょうか。

ＤＶの相談を受けた被害者の方は、住宅の○田端一雄青少年・児童家庭課長

確保であったり、それから就労の支援であったり、そういった部分が課題とな

るということで伺っておりますので、今回、この基金を活用してそういう被害

者の方の支援を行っていきたいと考えております。

一時保護ということも含めて、一時保護した後の落ち着き先○西銘純恵委員

といいますか、安心して生活ができる体制に、また法的な手続等も出てくるか

と思うのですよ。一時保護の状況についてはどうなのでしょうか。



- 9 -
H23.03.04-02

文教厚生委員会記録

平成21年度に女性相談所がＤＶ被害者の一○田端一雄青少年・児童家庭課長

時保護を行った入所者数が91名となっております。これは延べ人数となってお

ります。

一時保護の施設そのものもどうなのかということと、そして○西銘純恵委員

一時保護をやった後の支援とおっしゃるので、自立に向けた支援ということで

話されるので、この支援についてどのような手順でやっているのでしょうか。

一時保護所の状況ですが、今、申し上げた○田端一雄青少年・児童家庭課長

ことと合わせて、平成21年度の女性相談所の一時保護所の平均入所者数が定員

20名に対して3.6名で、入所率は18％となっております。保護した後の支援で

すが、必要に応じて裁判所へ保護命令の手続の支援を行ったり、あるいは住宅

の確保等について、女性相談所が相談に乗って一緒に協力をしているといった

状況であります。

一時保護の状況というのは減っているのでしょうか、ふえて○西銘純恵委員

いるのでしょうか。18％ということで、先ほど行き場がないということでおっ

しゃったのですけれども。

女性相談所にＤＶで保護された数なのです○田端一雄青少年・児童家庭課長

が、平成17年度が105名、平成18年度が65名、平成19年度が72名、平成20年度

が77名、平成21年度が91名となっておりまして、今のところ横ばい―この二、

三年を見ると若干ふえているという状況です。

一時保護で主訴といいますか、訴えがあった内容で資料によ○西銘純恵委員

りますと、帰住先がなしという方が23名ということがあるのですよ。やはりＤ

Ｖ被害を訴えてくる人はまだいいかもしれないけれども、実際は行き先がない

とか、出ていったときに自分の生計をどうするかとか、そういう不安がある潜

在的な皆さんが結構いらっしゃるということもぜひ念頭に置いていただいて、

この帰住先といいますか、一時保護をやった次の―例えば、うるま婦人寮は次

年度改築をしていくということで、そこにも入っていく方はいるでしょうし、

ただ地域で仕事をしながらということもあるので、本当だったらそういう居宅

のアパートとかの、本人の希望するところに借り上げをして、そういう住まい

をやるとかということも必要になってくるのではないかと思うのですけれど

も、このようなきめ細かな具体的な検討については、これからだろうとは思う
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のですけれども、やはり居住先、そこが大きい問題として残るのではないかと

思うのですよ。それについて、何らかの対応というのは、この間の対応の中で

問題点として出ているのではないかと思うのですが、いかがでしょうか。

相談に来られない方たちがいるというのは○田端一雄青少年・児童家庭課長

承知しております。今回、中部福祉保健所、南部福祉保健所にＤＶ相談の窓口

を設けるということで、できるだけこのような方たちが気軽に相談に来られる

体制を整えているということであります。それから、住宅支援の必要性は非常

にあると認識しておりまして、今回の基金を活用して行う被害者の自立支援の

中に、住宅支援として一時保護を受けたＤＶ被害者等で住宅支援が必要な場合

には、住宅を借りる場合の敷金、礼金等の支援を行うということとしておりま

す。

敷金・礼金支援も必要なのですけれども、一般的には女性が○西銘純恵委員

アパートを借りるとき、保証人問題が重要なのですよ。保証人がいないとなか

なか借りられないというその仕組み、例えば信用保証ということを連帯保証人

がいなくてもできる仕組みをどのようにつくっていくか、これは例えば司法書

士会や不動産業界も含めて対応をとっていくということでなければ、現実的に

すぐそういう住居を確保することはできないと思うのですよ。そこら辺まで深

めて検討が必要だと思うのですが、いかがでしょうか。

ただいま申し上げた住宅支援の中で、保証○田端一雄青少年・児童家庭課長

料等も込みで検討していきたいと考えております。

１億円の基金、本当に時限的ということではあるのですけれ○西銘純恵委員

ども、これが恒久的に制度として、この沖縄県内で生かされていく―本当はそ

ういうことがあってはいけないと思うのですけれども、実態としてはＤＶ被害

がふえているという―女性を支援していくというのはとても大事だと思います

ので、ぜひ制度の支援の内容も細かく検討されてやっていただきたいと思いま

す。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

比嘉京子委員。

ここに男性被害者相談という項目があるので、そういうもの○比嘉京子委員
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の実態というか、訴えというか、どのぐらいあるのかということがまず１点お

聞きしたいです。

平成21年度にＤＶ相談の1320件の内訳とし○田端一雄青少年・児童家庭課長

て、男性が４名おります。これは北部と宮古の福祉保健所でそれぞれ２件ずつ

となっております。

そういうときの支援というのは、どのようになされているの○比嘉京子委員

でしょうか。

福祉保健所でその相談を受けまして、福祉○田端一雄青少年・児童家庭課長

保健所の中に福祉の部分がありますので、必要な支援はそこにつなげていくと

いう状況であります。

もう一点は、これは時限で２年間ですよ。その後の体制とい○比嘉京子委員

いますか、県の考え方、２年間を過ぎた後はどういう体制につなげていくとい

うお考えでしょうか。

今回、中部福祉保健所、南部福祉保健所に○田端一雄青少年・児童家庭課長

相談窓口を設置するというのが非常に大きなものであります。それで、どの程

度の相談が来るか、その状況を見てその後の対応を検討していきたいと。その

際に、女性相談所とそれぞれの福祉保健所のあり方も合わせて検討していきた

いと思っております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

佐喜真淳委員。

参考までにお聞きしたいのですけれども、過去の相談された○佐喜真淳委員

年齢別というのはあるのでしょうか。どの年齢が多いとか、そういう統計もさ

れているのですか。

電話での相談とかはなかなか年齢までは確○田端一雄青少年・児童家庭課長

認できないものですから 来所相談の内訳がございます 来所相談で受けた578、 。

件のうち、20代が156件、30代が177件、40代が149件となっております。この

世代が多くなっているということであります。
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今、40代までは言ってもらったのですが、40代以降―50代は○佐喜真淳委員

ないということですか。

50代が58件、60歳以上が28件となっており○田端一雄青少年・児童家庭課長

ます。ちなみに10代―18歳から19歳が９件となっております。

若い人が多いと思うのですけれども、この未然防止対策の強○佐喜真淳委員

化というのが皆さんの基金にありますが、特にどういうことを強化しようとい

うその強化目標というか、強化の内容とかというのはあるのですか。例えば過

去の年齢別を見てなのですけれども、データ的に見てこういうことをしようと

かというのがあれば。

平和・男女共同参画課でＤＶの広報啓○金良多恵子平和・男女共同参画課長

発活動をしておりまして、未然防止の啓発という観点から、次年度は中学生を

対象にしたりとか、高校生を対象にしたデートＤＶの講演だとかということを

考えております。

いろいろなことを考えると思うのですけれども、最近パソコ○佐喜真淳委員

ンとかそういうのがあって、そのホームページというのも考えてはいるのです

。 、 、か ホームページの相談窓口というか 電話でできない部分をパソコンとかで

そういうのもあるのですか。

今のところ、そこまでは検討しておりませ○田端一雄青少年・児童家庭課長

んが、ただ、相談窓口が新たに設置されることについては周知に努めていきた

いと思います。特にＤＶの防止のために必要なことということで内閣府が調査

したものがありますが、被害者が早期に相談できるよう身近な相談窓口をふや

すということが上げられておりますので、可能な限り、今回は県が各福祉保健

所にＤＶ相談支援センターを設置するのですが、できれば市町村域でもこのよ

うな窓口がふえることが望ましいと考えております。

市町村でも相談窓口を設置したほうがいいというお話ですけ○佐喜真淳委員

れども、その辺も各市町村にもお話というか相談はされているのですか。実績

ベースとしてそういう相談窓口があるとか、市町村とか。



- 13 -
H23.03.04-02

文教厚生委員会記録

県内の９市において婦人相談員を配置して○田端一雄青少年・児童家庭課長

相談を受けております。ですが、可能な限り11市すべてがやる。あわせて町村

に義務づけはありませんが、家庭相談を受けるような窓口を設置していただけ

ればと考えておりまして、今回、住民生活に光をそそぐ交付金を活用して県は

このような体制を整えるのですが、市町村にもこの交付金を活用した配置をお

願いしているところであります。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

渡嘉敷喜代子委員。

今回の理由として、暴力を受けた者の支援を目的として○渡嘉敷喜代子委員

となっていますけれども、今回、加害者はこれの中に入っていないのですか。

加害者の更生相談も入っております。○金良多恵子平和・男女共同参画課長

その理由として、暴力を受けた者の支援を目的としてと○渡嘉敷喜代子委員

なっているけれども、そういうことであれば、そのあたりは文言の修正は必要

ではないのですか。

加害者の相談は従来のもので、加害者○金良多恵子平和・男女共同参画課長

相談窓口に被害者の方も相談にいらっしゃいますので、その面で相談員を１人

ふやして、加害者相談窓口で被害者の相談を受けられるような体制の強化を図

るということで、今回の基金を利用して相談員を１人ふやすということをして

おります。

先ほどの件数とか、年々ふえていくという状況にあるわ○渡嘉敷喜代子委員

けですから、今回の対応として１人ふやすということですが、そのあたりの対

応の仕方もやはり強化していかなくてはいけないと思うのですよ。そして私が

気になるのは、この条例は平成25年３月31日で効力を失うとなっていますね、

、 、そして皆さんの一番下のほうに 一部基金として平成23年度以降も単独で県は

地方の単独事業として基金積み立てで行っていくとなっていますけれども、一

定の条件のもとでという、その一定の条件はどういう条件のことを指している

のですか。

今回、基金を設置することとしたものは、○田端一雄青少年・児童家庭課長
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住民生活に光をそそぐ交付金が、平成23年度以降も事業を実施する場合に基金

を設置しなさいということで、基金を活用する期間が２年ということでありま

す。その対象とする事業はそれで終わりということではなくて、そのときの状

況を踏まえて今後検討するということであります。

ですから、その状況を踏まえてと―まあ、状況がよくな○渡嘉敷喜代子委員

、 、るという可能性もあるけれども 悪くなっていく可能性だってあるわけですよ

今の状況の中では。そういうことで、このあたりがはっきりしないという思い

がするのです。この間の説明の中で、今回、１億円の予算配分があったという

ことで、２次についてのその財源の確保もどうなるかわからないという説明で

したが、そういうことで経過を見ながらというのも大切なことかもしれないけ

れども、そういうＤＶがどんどんふえていく中で、先ほど加害者に対しても１

人の相談員をふやすということなのですが、そういうことで先ほどの話にもあ

りましたように、その被害者の住宅の確保とかそういうことも含めて、もっと

支援体制を広げていくということも大切だと思うのですよ。そういうことでし

っかりと、平成25年度以降についてもそのあたりの体制づくり、計画とかとい

うのもやはり立てていく必要があるのではないかと思うのですが、どうでしょ

うか。

今回、被害者支援の部分については、これ○田端一雄青少年・児童家庭課長

までになかった取り組みであります。今回、この被害者支援の取り組みを実施

していく中で課題を整理していって、平成25年度以降をどうするか。今相談に

行きたいけれども来られないという方もおられると思いますので、今回、窓口

を多く置くことによってその掘り起こしをして、その状況を踏まえて考えてい

きたいと思っております。

今でもまだまだ対応できていない部分というのはあるわ○渡嘉敷喜代子委員

けですね。住居の確保とか、一時保護した後のその人たちへの支援の仕方とか

というものも、まだ課題が残っているわけですよ。そういうことも含めて、経

過を見てではなくて、計画を前倒しというのもおかしいけれども、やはり先を

見越しての対応の仕方、現在の状況の中での対応の仕方というものも含めてや

らなくてはいけないと思うのですけれども、そういうことはまだ考えていらっ

しゃらないですか。

今回、この基金条例を活用して実施する事○田端一雄青少年・児童家庭課長
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業については、今の状況を踏まえて相談件数がふえているということで相談窓

口を設置する。それと被害者の方の自立支援に必要なことが何かできないかと

いうことで考えておりましたが、それで被害者の自立支援の部分を手厚くする

ということであります。ということですので、新たにこうやって取り組んで、

その成果を踏まえてさらなる拡充が図られないかについては、今後検討してい

きたいと考えております。

先ほどもこの理由についての文言の修正は必要ないかと○渡嘉敷喜代子委員

いうことを言いましたけれども、どうなのでしょうか。これは国から定められ

たことだからこういう文言でしかできないのかどうかということが気になるの

ですよ。やはりもっと積極的に、加害者に対しての支援のあり方も必要だとい

うことを認めていらっしゃるわけですから、このあたりでどうも暴力を受けた

、 。者の支援を目的としていると 被害者のみがとしか受けとめられないのですよ

そのあたりでも、これからも加害者に対しても支援をしていくという形での思

いで、この理由は修正できないのですか。

加害者に対するものは、配偶者またはその○田端一雄青少年・児童家庭課長

他同居の親族間の暴力の防止という部分で対応できると考えております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

上原章委員。

何点か確認をしたいと思います。まずは先ほどの一時保護を受○上原章委員

け入れる施設というのは、今県内に幾つあるのですか。

一時保護所としては、女性相談所が20名の○田端一雄青少年・児童家庭課長

定員となっております。それ以外に、一時保護の委託施設として県内に７カ所

確保しております。

この７カ所というのは民間ということですか。○上原章委員

民間の施設について、７カ所を確保してご○田端一雄青少年・児童家庭課長

ざいます。

1300件余りの相談がある中で、この一時保護所の数というのは○上原章委員
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対応は十分ということですか。それとも現場では、そういった一時保護をしな

くてはいけない方が入れないということも多々あるわけですか。

先ほども申し上げましたが、女性相談所の○田端一雄青少年・児童家庭課長

、 、一時保護所の定員20名に対して3.6名で 入所率が18％となっておりますので

今のところ余裕はあるような状況であります。

こういった相談を受けたい方々は、ある意味では24時間―特に○上原章委員

むしろ夜間というか、緊急な状況で助けを求めるケースが結構あると思うので

すけれども、そういった受け入れというか相談は24時間体制でできているので

しょうか。

女性相談所では、休日とか夜間も必要に応○田端一雄青少年・児童家庭課長

じて相談を受けております。それと女性相談所の一時保護所はずっとあいてお

りますので、緊急の場合はそこに電話して対応するようなこともあります。

ガードマンとか、本来そういった相談を判断できない人たちが○上原章委員

対応して、翌日、日を変えて来てくださいとか、そういったことはないという

ことで認識していいのですか。

女性相談所の一時保護所には生活指導員が○田端一雄青少年・児童家庭課長

ずっとおりますので、対応についてはガードマンではなくて職員の指導員が行

っているということです。

先ほどこの基金は配偶者等という、等がついているのですけれ○上原章委員

ども、これは結婚されている方以外―例えばデートＤＶとか、最近はいろいろ

課題もあるわけですけれども、その辺まで範囲としては広がるのですか。

配偶者等という場合には事実婚も含まれま○田端一雄青少年・児童家庭課長

すし、それと今回、同居の親族ということで枠を広げております。例えば、同

居している親あるいは兄弟、子供もその中に含まれるということです。

要するに内縁というようなケースもありますよね。そういった○上原章委員

ものも全部含まれるということでいいのですか。
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同居している、あるいは事実婚の場合は、○田端一雄青少年・児童家庭課長

もともとＤＶ防止法―配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

の中で、配偶者の定義の中で事実婚も含まれるとなっておりますので、まずそ

れは含まれますし、あわせて同居の親族の方も含まれるということです。

もう一歩踏み込んで、恋愛対象でおつき合いしているケースで○上原章委員

相談が出た場合も対応されますか。

いわゆるデートＤＶとかそういったものに○田端一雄青少年・児童家庭課長

関しては、今回の被害者の自立支援の対象とはならないのですけれども、ＤＶ

の被害防止ということで、被害防止啓発の対象には十分になり得ると。それと

、 、相談についても このような方から相談を受けて拒むものではありませんので

被害者自立支援の対象にだけはならないと。被害者用の自立支援というのは、

やはり同居をしているという閉鎖空間にあるということを踏まえて、このよう

な支援を行うということです。

これは一時保護の対象にはなるのですか、ならないのですか。○上原章委員

これはこの基金の事業の対象ということは○田端一雄青少年・児童家庭課長

ではなくて、従来、要保護女子についての一時保護は女性相談所が行っており

ますので、それで対応できるということです。

もう一点、同伴児童が結構いると思うのですけれども、先ほど○上原章委員

のシェルターも含めて、男の子の小学校高学年の子供は一緒に預かれないと聞

いているのですけれども、これで親子が引き離されるケースがあると聞いてい

るので、今はそれは問題ないのですか。

昨年の３月まで、小学校３年までは受け入○田端一雄青少年・児童家庭課長

れるけれども、高学年の男の子は受け入れられないという形で、ＤＶ被害を受

けた女性の心情も配慮してそのような取り扱いをやっていたところですが、た

だ、母子を分離するというのはなかなか問題があるということで、今、女性相

談所の運用としては、小学校６年生までは受け入れると。中学校以上の男の子

については児童相談所で保護を行っているということです。

先ほどの７つの民間の施設も、これは受け入れるということで○上原章委員
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よろしいですか。

７つの施設のうち、実績があるのは北部地○田端一雄青少年・児童家庭課長

区、宮古地区、八重山地区で、中南部地区については女性相談所で基本的には

保護しているということです。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

奥平一夫委員。

特に離島におけるＤＶについて少しお伺いしたいのですけれ○奥平一夫委員

ども、私も市議会時代にこの問題をずっと取り上げてきたのですけれども、潜

在的なＤＶ被害の女性というのは相当いたのですけれども、そのころちょうど

なかなか出なくて、それからこのＤＶ問題がいろいろと法律化されたりという

中で相談が相当ふえてきたと。きょうお聞きしたところによりますと、宮古福

祉保健所で約184件という相談件数があるわけです。ですから、潜在的なＤＶ

被害の皆さんがいよいよ声を上げてきたという思いがしているのです。数年前

にある方からも相談を受けて、保護したのだけれどもすごくこれを守るのに大

変だったと、女性グループだったのですけれども、これは何とか島外へ行かせ

たいということなどの相談も受けたのです。なかなかそれがうまくいかなかっ

たのですけれども、結局は呼び戻されたという感じでもとに戻ってしまったの

ですけれども、そういう例が幾つもあるのです。ですから、そういう意味では

相談をしてくる、相談の体制をしっかりして、それから本当にそれがどういう

形で一時保護としてきちんと守っていくか、あるいは小さな離島ではシェルタ

ーといってもなかなか難しいんですよ。ですからそれを、この沖縄本島の本格

的なシェルターで、どう保護していくかということの難しさが非常にあると思

うのです。そういう意味でお聞きしたいのですけれども、この相談をする窓口

の、婦人相談員の資格とかそういうものというのは何かあるのですか。

婦人相談員については、特に資格要件は課○田端一雄青少年・児童家庭課長

しておりません。ただ、実際に採用するに当たっては、過去の経歴を勘案して

採用しているところです。

これはかなり重たい相談になるわけですから、なかなか通常○奥平一夫委員

の精神の持ち主では相談に乗るとか、あるいはいろいろな手順を踏んで一時保

護という形に持っていくというのは非常に厳しいと思うのです。そういう意味
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ではその体制が事務員と婦人相談員１人という、特に宮古・八重山地区に特化

してお聞きしたいのですけれども、その相談体制というのはどうですか、人数

も含めて。

嘱託の相談員だけが相談を受けているわけ○田端一雄青少年・児童家庭課長

ではなくて、福祉保健所の福祉部門で母子自立支援員がおりますので、あるい

はその上に班長とか、その体制のもとで相談を受けているという状況です。

特にその婦人相談員というのは、特別何か研修を受けたり、○奥平一夫委員

あるいはどこかで教育というか、いろいろとそういう資質の向上のための環境

というのは整っているのですか。

婦人相談員向けの研修会を女性相談所で実○田端一雄青少年・児童家庭課長

施しております。今回、被害者自立支援の部分が新たに拡充されますので、新

たにこの部分についても各福祉保健所の婦人相談員に研修を実施して、周知に

努めていきたいと思っております。

こういう婦人相談員は臨時的任用職員ですか、嘱託職員です○奥平一夫委員

か。働く期限が決められているという方ですか。正職員ですか。

婦人相談員は嘱託職員となっておりまし○田端一雄青少年・児童家庭課長

て、基本的に３年の勤務期間となっております。

３年で交代していくという、結局積み上げた実績が３年で終○奥平一夫委員

、 。わってまた交代をするという 一からまた出直しということになるわけですか

嘱託職員の期限は３年となっております○田端一雄青少年・児童家庭課長

が、先ほども申し上げましたが、この相談の体制は嘱託職員だけで行っている

ものではなくて、正職員も含めて対応しておりますので、その体制の中で実施

しているということです。

そうではなくて、主な相談員は婦人相談員ですよね。さまざ○奥平一夫委員

まな相談をして―まあ出かけていったり、時間を設定して会いに行って相談を

。 。受けたりということもあると思うのですよ そういう事例もあるわけでしょう

どうですか。
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相談員がそのようなことを行うこともあり○田端一雄青少年・児童家庭課長

ます。

かなり実績を蓄積しながら対応していく、そういうキャリア○奥平一夫委員

が必要だと思うわけです。だからそういう意味で３年で交代というのは、周り

の職員もいるからといっても、その職員も２年から３年でみんな転勤してしま

うということもありますから、そうではなくてきちんと一つのセクションとし

て、常勤でそれは置いたほうがいいと思うのですが、その辺についての考え方

はどうですか。

売春防止法の規定の中で、婦人相談員を非○田端一雄青少年・児童家庭課長

常勤職員とするということがあって非常勤職員としているのですが、熟練した

知識・経験を生かしたものが蓄積されるということで、まず組織的に対応した

いと考えております。それと非常勤職員がかわる部分については、研修を今も

やっておりますが、今後もその研修の体質を手厚くして資質を確保していきた

いと考えております。

ちなみに婦人相談員の勤務時間、勤務日数、週に何日で月に○奥平一夫委員

何日でしょうか。

嘱託職員の月の勤務日数が月16日と決めら○田端一雄青少年・児童家庭課長

れております。１日の勤務時間は午前８時30分から午後５時15分までとなって

おります。

これは本当に、例えば相談をする方というのは突飛に、ああ○奥平一夫委員

もうという感じで相談をする方もいらっしゃると思うのですよ。だからそうい

う意味では、日常的に対応できるような専門の相談員というのがいたほうが非

常にいいと思うのです。そういう意味でその充実を、ぜひ今回これを機会に改

めてほしいと思っております。それから話はかわりますけれども、今度は相談

をして、どうも重篤で一時保護をしなければならない、そのシェルターを紹介

しなくてはならないというときに、宮古・八重山地区の実態というのは今どう

なっていますか。

宮古地区も八重山地区にも、それぞれ１カ○田端一雄青少年・児童家庭課長
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所ずつシェルターを確保しております。必要に応じて、そこのシェルターへ女

性相談所が一時保護委託を行っているという状況です。それから、先ほど宮古

地区の中ではいられなくてというときに、これも必要に応じて女性相談所の一

、 、時保護所への移送を行っておりまして それは女性相談所の従来の事業として

移送費も含めて出しております。

このシェルターというのは恐らく民間だと思うのですけれど○奥平一夫委員

も、そのシェルターを運営している方というのはどういう方ですか。どういう

メンバーでそれを確保しているのですか。

一時保護先はシェルターで逃げ場所として○田端一雄青少年・児童家庭課長

、 。確保しているものですので その状況についてはお答えすることはできません

申しわけありません。

そういう事例が、この１年間で宮古・八重山地区でございま○奥平一夫委員

すか。

宮古・八重山地区で合わせて16件あるとい○田端一雄青少年・児童家庭課長

うことです。

シェルターを引き受けている皆さんからの要望というのは何○奥平一夫委員

かありますか、運営費も含めて。

一時保護委託費として、１日当たり7500円○田端一雄青少年・児童家庭課長

ぐらい出ております。今回の基金を活用して、民間シェルターの防犯体制強化

等に必要な費用を補助することとしておりまして、このような策を講じてシェ

ルターの円滑な運営に努めさせていただきたいと考えております。

先ほど、この１年間で16名の一時保護をしたということなの○奥平一夫委員

ですけれども、例えばどうしても地元のシェルターでは危険だという事例があ

ると思うのですが、そういう事例でこれは沖縄へ移動したという事例はござい

ますか。

昨年の事例では、沖縄本島ではなくて本土○田端一雄青少年・児童家庭課長

の実家に直接帰った事例があるようです。
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その際に、彼女もしくは母子が送られたかというその手順を○奥平一夫委員

少し教えてもらえませんか。つまり、この交通費にしても宿泊費にしても、ど

ういう形で支援をして実家に無事たどり着けたかというところをお聞きしたい

です。

今の場合の手続ですと、宮古・八重山地区○田端一雄青少年・児童家庭課長

の福祉保健所でその相談を受けて、それから一時保護の決定権は女性相談所に

しかありませんので、女性相談所がそれを引き継いで、県外に行くときは県外

の女性相談所とまた連絡をとって移送しているという状況です。

、 、○奥平一夫委員 例えば今の方だと ＤＶというのはずっと継続してというか

しつこく追いかけ回しますよね。そういう意味で皆さんは事後調査といいます

か、そういう実態調査というのはなさるのですか。特に実家に行かれてといい

ますけれども、実家を旦那さんは知っていると思うのですよ。そういう意味で

は、追っかけていくということもあるのかなという心配もあるものですから、

皆さんはそういう後追いで実態調査をなさっているのですか。

そこまではやっておりませんが、県外に移○田端一雄青少年・児童家庭課長

ったときは、そこの女性相談所、婦人相談所で対応していただくということに

なります。それから、しつこくつきまとう者に関しては、裁判所に保護命令の

申請の手続を行って、その決定をもらうということで対応しております。

その16件のうちの一時保護された皆さんが生活支援を受けな○奥平一夫委員

がら自立をしていくという、就労についても支援をしてもらうという、このこ

とはこの宮古・八重山地区ではうまくいっていますか。

この16件の詳細について資料がないもので○田端一雄青少年・児童家庭課長

すから詳細については承知しておりませんが、調べてみたいと思います。

では、そのことについてはぜひ後で資料でいただけるのでし○奥平一夫委員

たら、どのようになったかということも含めて、ぜひ資料を下さい。それで、

とにかくこのシェルターがしっかりしたところがあるといいのですけれども、

こういう離島ではなかなか一時保護をしても戻されてしまうということがあっ

たり、あるいは沖縄本島に何とか移送するにもなかなか難しいハードルがある



- 23 -
H23.03.04-02

文教厚生委員会記録

ということなどがあると思うのですけれども、地元で一時保護されて、これが

生活支援を受けて自立をしていくという事例というのは可能なのですか。

就労支援の部分については、その地域の状○田端一雄青少年・児童家庭課長

況も踏まえますといろいろあると思いますが、今回、被害者自立支援で住宅支

援というものを新たにやりますので、このような支援を通して自立支援につな

げていきたいと思います。

ですから私が言いたいのは、ああいう狭い地域で生活支援を○奥平一夫委員

受ける、あるいは就労していくというのは相当難しいし、厳しいと思うわけで

す、現実的に。言葉として出てきますけれども。結局、ＤＶしている男からど

う逃げていくか、逃げてそこで安心して暮らして仕事していくかということが

求められるわけですよ。そういう意味では、この離島でそういうことが可能で

すかと聞いているのですよ。

離島でそれが可能かどうかは何とも申し上○田端一雄青少年・児童家庭課長

げられませんが、本人の意志を踏まえて、これは女性相談所のアドバイスにも

よるのですが、そこに残ったほうが本人にとっていいのか、もし例えば沖縄本

島に出るとかということであれば、それについては適宜、支援を行っていると

いうことです。

もう少し議論したいのですが、時間も時間ですからこの辺で○奥平一夫委員

閉じますけれども、いずれにしても沖縄本島におけるそういうＤＶ対策と、離

島におけるそういう実態を踏まえた対策というのは非常に厳しいと思うので

す。全然格差があると思うのです。だからそういう意味では、ぜひこの辺の声

も、相談員の声も、それから相談した皆さんの声も聞きながらその実態を調査

して、しっかり自立支援につなげていくということをぜひやっていただきたい

と思います。そういう意味では、平成25年までの制度としてではなくて、しっ

かりと恒久的な制度として、このことをぜひやっていってほしいと思いますの

で、ぜひお願いしたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

翁長政俊委員。

今、ＤＶの被害を受けて、相談所に駆け込んで自立していっ○翁長政俊委員
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た統計みたいなものはありますか。下手すると―要するにこういったのは、相

談所に持ち込まれて、またよりが戻って、これの繰り返しが多いだろうと推察

はするのだけれども、そういう中で自立していったという事例みたいなものは

統計的にとられているのですか。

女性相談所の一時保護所に入所した者のう○田端一雄青少年・児童家庭課長

、 、 、ち うるま婦人寮に入所した方とか あるいはアパートを確保して自立した方

あるいは帰宅をされた―これはＤＶに限らずではありますが、そのような形で

家庭復帰もされている状況でありまして、どれだけ自立につながったかという

部分については、統計データからは見えてこないのですけれども。

当然、生命の危険が及んでどうしても夫婦別れをしないとい○翁長政俊委員

けない、離婚をせざるを得ないという、相談員やいろんな中に入って相談を受

ける人たちがいて、そういう形で自立していく人もおいでになるでしょうし、

そうではない人たちもおいでになるでしょうから、ある意味では皆さん方がや

っているこれがどういう形で実績として上がっていっているのかと見るには、

やはりそこの部分の、要するに統計みたいなものをとる必要があるのではない

かと思っているものですから、そういったものがないですかと数字を聞いてい

るのです。

基本的に保護することによって安全をまず○田端一雄青少年・児童家庭課長

確保するということが第一と考えるべきです。その後、退所の際には、できる

だけ自立支援につなげていく、あるいは家庭復帰をする際には安全性が確保さ

れたことをもって家庭復帰をする。数として多いのは、帰宅よりもむしろ実家

とか縁故者宅へ帰るという場合が数としては多くなっております。

縁故者宅に帰ったら離婚されるのですか。○翁長政俊委員

離婚したかどうかまでは把握しておりませ○田端一雄青少年・児童家庭課長

んが、そのような例も多いと思われます。

もう一つ、これは一時保護の部分とシェルターとあって、シ○翁長政俊委員

ェルターに入って、その後はこの保護施設に入っていくの。今のうるま婦人寮

とか、この寮みたいなものは幾つぐらいあるのですか。



- 25 -
H23.03.04-02

文教厚生委員会記録

一時保護所は緊急避難的に、短期に２週間○田端一雄青少年・児童家庭課長

から３週間程度を保護すると。うるま婦人寮は長くて１年とか２年という長期

の保護施設となって、そこで自立して生活をするという入所形態となっており

ます。

この長期の保護施設は県が直営してやっておられるの。何カ○翁長政俊委員

所あるのですか。

うるま婦人寮が県内に１カ所ありまして、○田端一雄青少年・児童家庭課長

40世帯となっております。この施設については、県の県有資産としてありまし

て、沖縄県社会福祉事業団に委託して運営をしております。

県が直接やっている施設というのはないのですか。経営はさ○翁長政俊委員

れていなくて、委託事業としてやられているのですか。

施設は県のものでありますが、今、沖縄県○田端一雄青少年・児童家庭課長

社会福祉事業団は完全に民営化しているということです。そのうるま婦人寮の

運営に必要な経費については、措置費として国と県で運営費を支援しておりま

す。

入居者は満杯ですか。○翁長政俊委員

昨年度のうるま婦人寮の平均入所者数が定○田端一雄青少年・児童家庭課長

員40名に対して７名で、入所率は17.5％となっております。

これは維持していくのは大変だな。それで民間に委譲したの○翁長政俊委員

ですよね。終わります。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

仲村未央委員。

先ほど裁判所の保護措置の話が出たのですが、保護措置命令○仲村未央委員

件数はどのような推移ですか。

裁判所からの書面提出を求められた―これ○田端一雄青少年・児童家庭課長
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は配偶者暴力支援センターが書面提出を求められた保護命令件数が、平成21年

度が53件となっております。年次ごとの推移はありますけれども、ＤＶ防止法

、 、が平成13年の10月以降施行されていますが そのときから平成22年３月までの

これは裁判所が出した情報のデータによるのですが、沖縄県の保護命令の発令

件数の延べが445件となっております。

今の措置命令件数ですけれども、全国的な比較というか、他○仲村未央委員

県と比べてどのような実態なのでしょうか。

ただいまの445件を人口10万人当たりでカ○田端一雄青少年・児童家庭課長

ウントしますと27件となりますが、この27件という数字は全国平均が10.6件で

すので、全国平均の2.5倍ということとなります。

つまり、全国一高いということですか。○仲村未央委員

このＤＶ防止法施行以降の延べの件数を見○田端一雄青少年・児童家庭課長

ますと全国１位、年度ごとに下がったりとかというのもありますが、累計の件

数では全国１位となっております。

それは相談の件数も全国一なのですか。○仲村未央委員

相談件数は手元にはありませんが、全国と○田端一雄青少年・児童家庭課長

人口比例で比べますと、10万人当たりですと、相談件数としては全国９位とな

っております。

その措置の中ですごく高い、全国の２倍どころではなくて１○仲村未央委員

位ということですので、非常に深刻と思うのですけれども、先ほどの奥平委員

の質疑との関連ですけれども、市町村別の相談状況の一覧表を女性保護事業と

、 、いうところで見てみますと ゼロ件という相談状況が離島に非常に偏っている

つまり人口がすごく少ないところとかは圧倒的に相談がない、ゼロ件なのです

ね。これについてはどのように認識されていらっしゃいますか。

女性相談所が出した女性保護事業のあらま○田端一雄青少年・児童家庭課長

しの市町村ごとの内訳でありますが、これは女性相談所と北部、宮古、八重山

の女性相談センターが受けた件数となっておりますので、これに離島がないこ
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とについては何とも申し上げられませんが、これを区分したらそのようなこと

になっているということです。

実際にはその市町村によって、その相談体制というのは相当○仲村未央委員

ばらつきがあると思うのですが、こういった小さなところではなかなか相談に

行くことすらはばかられるというか、やはり人目が気になるとか、こういった

ことが埋没しがちな環境だと思うのですけれども、今回の予算事業の中でこう

いった小さなところとか、そういったところまで含めて、支援を広げていくよ

うな施策というのは入っていますか。

事業の中では出前講座みたいなものも考え○田端一雄青少年・児童家庭課長

ておりますし、それと今回、南部福祉保健所管轄で沖縄本島南部の周辺離島が

ございますので、こういう窓口を設置したことについては広く周知に努めてい

きたいと思います。それから、例えば小さな離島の町村ですと、どこから電話

をかけたというのをなかなかおっしゃらない方もいて、それで不明となってい

る部分も少なからずありまして、ゼロとなっているのはそういった要素もある

のではないかと考えております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、乙第11号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第14号議案沖縄県ワクチン接種促進基金条例について審査を行いま

す。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

奥村啓子福祉保健部長。

それでは、乙第14号議案沖縄県ワクチン接種促進基○奥村啓子福祉保健部長

金条例について、御説明いたします。

議案書の41ページをお開きください。

本議案は、市町村が行う対象年齢層に対する子宮頸がん予防ワクチン、Ｈｉ

ｂワクチン、小児用肺炎球菌ワクチンの接種事業を支援するための費用並びに

これらのワクチンの接種に関する知識の普及のために県が行う事業の財源に充
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てるため、新たに基金を設置し、その管理及び処分に関し必要な事項を定める

ものであり、あわせて２月補正予算において、15億9283万円の基金積立を予定

しております。

以上で、乙第14号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより、乙第14号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。

この子宮頸がんやＨｉｂワクチン等は、本委員会でも昨年度○西銘純恵委員

に沖縄県社会保障推進協議会から陳情があって、統括監の説明とかいろいろ専

門的に、やはりワクチンで予防をすれば救える命があると。そして医療費です

ね、それも将来にわたって、予防したほうが費用的にも効果が高いということ

で公費負担を求めてきて、本委員会でも陳情採択をしたという経過の中で、国

が公費負担ということで、全国的なそういう声のもとで出てきたと思うのです

けれども、今回３種類ということになっているのですけれども、子宮頸がんに

ついて先にお尋ねをしたいと思うのですけれども、15億円余の基金で次年度ま

でですか、実施期間というのは。

平成23年度までとなっております。○平順寧医務課長

少し心もとないというのか、それ以降どうなるのかというこ○西銘純恵委員

とを感じているのですけれども、県としてはこの制度について、費用対効果と

言いますか、そういうことも含めて継続についての考えは持っているのでしょ

うか。

国では、平成24年度以降は予防接種法に基づく定期接種の○平順寧医務課長

方向に持っていく形で検討しているということです。それまでの間をこの事業

でやるという形ですので、我々も定期接種に入れてもらうような形で今後も求

めていきたいと考えております。
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子宮頸がんですが、対象年齢、そしてワクチンの基準単価は○西銘純恵委員

積算されているのですけれども、実際は受けるときに医療機関で違うのではな

いかと思うのですが、結局、個人負担が出るのかどうかというところをお尋ね

したいと思います。

これは各市町村と各地区医師会が契約に基づいてやるわけ○平順寧医務課長

なのですが、今回、各委員にお示しした基準単価がありますが、この基準単価

でほとんどが契約されております。それで、これは12月末ごろに調査した結果

で、今市町村議会にもかかっているのですが、ほとんどの市町村で自己負担が

ないような形でやりたいと。ただし、幾つかの市町村―子宮頸がんワクチンに

ついては４村でしたか、４村がその当時聞いたときには、１回当たり1600円ぐ

らいを自己負担にするという村もありましたけれども、今現在、もう１回調査

をかけないとわからないのですが、当時はそういう話で。それ以外の市町村に

ついては自己負担なしということで回答が来ております。

村で自己負担が1600円となれば、余計に所得は多分、村にい○西銘純恵委員

る方ほど低いのではないかと思いまして、そこについては経費的にはそんなに

かからないと思うのですよ、まあ人数も少ないでしょうから。村としっかり話

し合いをして、村ができなければ県が負担するとか、そこも含めて検討すべき

ではないかと思うのですが、それについてはいかがでしょうか。

各市町村の状況も再度確認しながら、ほかの市町村の状況○平順寧医務課長

も伝えていくこともやっていきたいと思っております。

子宮頸がんの対象年齢は何歳から何歳でしょうか。そして、○西銘純恵委員

それを外れた皆さんに、公費がないといって個人で受けるということをさせる

のでしょうか。

国の専門家の方々が集まって、一番効果がある年齢は何歳○平順寧医務課長

なのかということで出された年齢が中学校１年生から高校１年生までというこ

。 、とになっております これは性交渉とかそういったもので一度感染された方は

このワクチンはほとんど効かないということになっておりますので、専門家の

いろいろな意見の中ではそういう年齢になったのだろうと思っておりますが、

我々としては今回の基金できちんとできるような体制づくりということを、ま

ずは考えております。
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県内の子宮頸がんの患者数はとらえていらっしゃいますか。○西銘純恵委員

これはデータが平成17年度で、平成20年度のものが近々出○平順寧医務課長

る予定ですが、平成17年度のものがありまして、子宮頸がんの罹患数が県内で

116名となっております。

発症の年齢というのはわかるのでしょうか。年齢がデータと○西銘純恵委員

して出ていれば、例えば自己負担でもワクチンをというところで、どのように

県民の中に啓蒙していくかというのが出ると思うのですが。

いろいろな文献等を見ますと、大体20代から40歳までの間○平順寧医務課長

に発症する割合が高いと言われております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

上原章委員。

今回、国がこういう形で予算を組んで、任意という形になるの○上原章委員

ですけれども、将来的には定期接種ということで、特に子宮頸がんワクチン、

予防ワクチンは唯一、検診と接種で治るがんだということなのですけれども、

県はこのワクチン接種に関しての見解というか、この必要性、その辺をお聞か

せ願えますか。

先ほど平医務課長からもありましたように、沖縄○宮里達也保健衛生統括監

県は子宮頸がんの割合が高い地域として知られております。そういうことで、

これは100％の効果ではありませんけれども、かなり有効な―文献で見解の違

いはいろいろありますけれども、６割から８割ぐらいは効果はあるのだという

ことだと思いますので、我々としては市町村と一緒になって、ぜひ積極的にこ

の事業を進めていきたいと思います。

本会議でも質問しましたけれども、この対象者にどこまでしっ○上原章委員

かりと啓蒙啓発させていくかが大事だと思うのですよ。４月、５月からは各市

町村がもうスタートするということですので、これは学校現場とか、またゼロ

歳から４歳児ですか、その中での対象者にどういった形で―これは保護者も含

めてでしょうけれども、説明会とかを皆さんはやると聞いていますけれども、
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具体的な取り組みをお聞かせ願えますか。

各市町村では説明会とか、広報誌とか、それから通知とか○平順寧医務課長

いろいろやる形になっておりまして、県としましては新聞広告、それからポス

ターですね、そういったもので４月からやっていきたいと思っております。

クーポン券とかこういった無料の取り組みとか、今までもあっ○上原章委員

たのですけれども、県がリードして―なかなか思っていた以上に受けていない

という、これまでの幾つかの事業もあるのですよ。ですからせっかくこれだけ

今回、全県的に費用もこう無料ということで、ぜひこのワクチンを本当に受け

ない人がいないような取り組みをぜひ市町村と―これは新聞とかポスター作成

等は、確かにある程度の効果はあると思うのですけれども、常に市町村またこ

の接種の状況を確認して、それがもし受けていないという、その辺をまたこち

らから対象のお宅に再度確認をすると。前回のクーポン券等も１回お知らせし

ましたと、それで終わっているケースも現場ではあるのですよ。ですから、こ

れがもっとちゃんと保護者や対象者に意味とか、今回の仕組み、制度の背景を

しっかりと伝えて、特に市町村がこれは直接の窓口にもなると思いますので、

県がしっかりとその辺のリーダーシップをとっていかないと、この予算を結局

また執行率が低いという結果で終わるのではないかと危惧しているのですよ。

その点はどうですか。

毎回、接種率を各市町村から求めながら、この情報をまた○平順寧医務課長

市町村に投げながら、その接種率が低いところはてこ入れをするような形で、

助言をいろいろやっていきたいと思っております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

比嘉京子委員。

年齢のことなのですけれども、この13歳から高校１年生とい○比嘉京子委員

うのは、識者が総合的に判断をしたということになっているのです。これは国

が決めた指定の年齢なのですか。それとも沖縄県として、既に何か考えが加え

られた余地があるのですか。

パピローマウィルスというのは、性交渉によって○宮里達也保健衛生統括監

移る病気ですので、恐らく予防接種を打った後、どれだけ抗体が有効性を持つ
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かとかということで、両方すべてを勘案して専門家がこの年齢がよかろうとい

う標準的な年齢を設定されているわけで、沖縄県とか青森県は違いますよとか

そういう話にはなりにくいことだと思います。

今お聞きしたのは、例えば18歳まで広げるということは、県○比嘉京子委員

として余地があるのですかという質疑なのですよ。今確かにおっしゃったよう

に、効率とか経験とかという問題からすると、こういうくくりになったとは思

いますよ。だけれども、例えば18歳で接種することがどういうことにつながる

のですかと。予算の範囲だからここにしたのか、どういうことかがよくわから

ないので質疑しているのですよ。

基本的に、その事業の対象年齢を国が設定したわ○宮里達也保健衛生統括監

けですよ。その設定は先ほど言ったような理由から、専門家が決定したことで

す。そういうことですので、我々はそれに従って粛々とやるということしかな

いと思います。

では、例えば任意でということになると、17歳の子が、18歳○比嘉京子委員

の子がということで、それを受けることは効果的にはどうなのですか。

純粋に医学的に想定されるのは、もしパピローマ○宮里達也保健衛生統括監

ウィルスが患者に感染していない状況、要するに性交渉が全くなかったという

状況であれば、有効性は考えられます。

追加の発言、よろしいでしょうか。

宮里達也保健衛生統括監。○赤嶺昇委員長

緊急な連絡が昨日ありまして、このワクチン事業○宮里達也保健衛生統括監

に関して残念なお知らせをしなければなりません。昨日、ワクチン供給メーカ

ーの担当者が医務課に来庁し、全国的に子宮頸がんワクチンの供給量が足りな

くなる見通しであるとの情報がありました。全国的に２月、３月の接種数が予

想を超えて一気に急増したため、今後ワクチン量が不足するとのことのようで

す。また、昨日午後、メーカーから厚生労働省への説明が行われたとのことで

あり、厚生労働省から今後の見通し、対応策について各都道府県へ改めて連絡

する旨の連絡がありました。本ワクチンは、ゼロ、１、６カ月の計３回ワクチ

ン接種を行う必要があることから、既にワクチン接種を１回以上受けた方を当
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面優先的に接種し、新たに接種を希望される方については、安定供給されるま

でしばらく接種を待っていただくことを呼びかけることになろうかと考えてお

ります。県といたしましては、厚生労働省から詳細な情報が入り次第、速やか

に県民、市町村、医療機関へ周知していきます。メーカーによりますと、夏ご

ろには安定供給できる予定との説明がありました。以上です。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、乙第14号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第17号議案沖縄県妊婦健康診査支援基金条例の一部を改正する条例

について審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

奥村啓子福祉保健部長。

それでは、乙第17号議案沖縄県妊婦健康診査支援基○奥村啓子福祉保健部長

金条例の一部を改正する条例について、御説明いたします。

議案書の46ページをお開きください。

本議案は、事業期限を平成23年３月31日として設置した沖縄県妊婦健康診査

支援基金条例について、国の緊急経済対策により、平成23年度まで補助事業期

間が延長されたことに伴い、基金の設置期間を延長する必要があることから、

条例を改正するものであり、あわせて２月補正予算において３億1332万8000円

の基金積立を予定しております。

以上で、乙第17号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより、乙第17号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。
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基金が平成24年３月31日までということ、３億円余というこ○西銘純恵委員

となのですが、先ほどもワクチンの公費助成お尋ねしましたけれども、今後の

継続の見通しについてお尋ねします。

事業につきましては平成23年度分に関して○上原真理子国保・健康増進課長

はきちんとやるということが明確になっておりますが、平成24年度以降につい

てはまだ今のところわかっておりません。

やはり制度として継続の立場で県もやっていただきたいと思○西銘純恵委員

うのですけれども、14回接種になった実績ですね。年間対象者どれだけが14回

やられたのかというところはつかんでいらっしゃいますか。

正確な数をつかむことはできませんで、９○上原真理子国保・健康増進課長

回分の交付金でやった延べの件数が11万2108件ございますので、それを年間出

生数が１万6744でありますので、それで割りますと、平成21年の１人当たりの

受診回数は6.7回と、14回のほうは11.5回となっております。

14回公費助成ということであっても実質はまだ11.5回が平均○西銘純恵委員

として検診を受けているということですよね、市町村によって違うのでしょう

か。全市町村で14回についてはもう取り組まれたのでしょうか。

取り組みについては全市町村取り組んでお○上原真理子国保・健康増進課長

ります。

公費でやっても14回満たされないという理由はどこにあるの○西銘純恵委員

でしょうか。

早目に生まれてしまう早産でありますと○上原真理子国保・健康増進課長

か、流産でありますとかという方もおられますので、その分は減ってしまうこ

とになります。

離島の方が検診に通うのにやはり大変なリスクがあって、で○西銘純恵委員

きないという声もあるのですよね。そこら辺の事情というのはつかんでいらっ

しゃるんでしょうか。
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先ほど申しましたように県全体としますと○上原真理子国保・健康増進課長

１人で11.5回受けられているのですけれども、離島の方になりますと10.3回と

いう形で回数が減らざるを得ない状況がございます。

これは市町村が行っているということではあるのですが、や○西銘純恵委員

はり渡航費とかプラスアルファのところもやらないとやはりそれなりの回数、

安全な出産について担保できるかという問題も残されているかと思うのです

が、この14回になっての普通分娩といいますか、ハイリスク出産はそれ以前と

比べての比較というのは出ているのでしょうか。

妊婦検診を強化してまだ間がありませんので、こ○宮里達也保健衛生統括監

の事業はどういう効果をもたらすかというのは、また一、二年たってからじゃ

ないとなかなかわからないと思います。

やはり月に１回以上検診を受けるということは、異常を早く○西銘純恵委員

見つけるということにつながるというのは一番御存じだと思うのですよね。今

後そういう検証をやっていただいて、継続できるようにする立場でやっていた

だけたらと思います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、乙第17号議案に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員退席）

再開いたします。○赤嶺昇委員長

議案の質疑についてはすべて終結し、採決を残すのみとなっております。

休憩いたします。

（休憩中に、議案等裁決区分表により協議）
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再開いたします。○赤嶺昇委員長

これより、乙第10号議案、乙第11号議案、乙第14号議案及び乙第17号議案の

条例議案４件を一括して採決いたします。

お諮りいたします。

ただいまの議案４件は、原案のとおり決することに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、乙第10号議案、乙第11号議案、乙第14号議案及び乙第17号議案の条

例議案４件は原案のとおり可決されました。

次に、お諮りいたします。

ただいま議決しました議案に対する委員会審査報告書の作成等につきまして

は、委員長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、さよう決定いたしました。

以上で、乙第10号議案、乙第11号議案、乙第14号議案及び乙第17号議案の処

理はすべて終了しました。

次回は、３月22日 火曜日 午前10時から委員会を開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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